
第3章

南アフリカへ向かう 
モザンビーク人女性移民の移動性と脆弱性

―周辺部からの流出―

網 中　昭 世

はじめに

移民は貧しい「南」の開発途上国から豊かな「北」の先進国へ移動すると

考えられがちである。しかし実際には，2015年の国際移民のうち37%が「南

→南」の移動であり，「南→北」の移民比率35%を上回った。2016年の移民

人口（ストック）に換算すれば，「南→南」の移動は9020万人に及ぶ（IOM 

GMDAC 2017）。本章で注目するモザンビークから南アフリカへ向かう移民

は，この「南→南」の移動に該当する。

『南アフリカへの国際移民白書』（DHA 2017）によれば，南アフリカに入国

する外国人は年々増加しており，2011年の約1230万人から2016年には約1650

万人へと増加している。そのうちの79%が，モザンビークを含む南部アフリ

カ開発共同体（Southern African Development Community: SADC）出身者であ

る。南アフリカへは2016年に約1650万人の外国人が入国し，約1500万人の外

国人が出国している。それとは別に同年には 2 万3454人が強制送還され，そ

のうちの52%がモザンビーク人であった。これに対して2014年から2016年の

3 年間の一時滞在査証の発行件数は約12万1200件，永住許可の発行件数は 4
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万6100件である（DHA 2017）。つまり，南アフリカに入国する外国人の大半

は長期滞在や永住志向ではなく，短期滞在である。とりわけSADC出身の移

民の特徴として，頻繁な越境を繰り返していることは同白書が指摘するとこ

ろである。

本章は，近年急増し，高い頻度で越境を繰り返すモザンビーク女性移民に

焦点を当て，以下の 2 点を検討することを目的としている。第 1 に，モザン

ビーク女性移民の活動の実態を明らかにする。第 2 に，モザンビーク女性移

民の経済活動が，開発政策が期待するような格差解消・貧困削減に資するの

か否か，持続可能性と発展性について検討する。

活発化する人の移動は開発政策のなかでも注目を集めている。開発政策の

文脈では，移民の経済活動が送出社会・受入社会の経済格差の解消と貧困削

減に貢献することが期待され，2000年の「ミレニアム開発目標」（MDGs）以

来，2030年までの「持続可能な開発目標」（SDGs）に至るまで「各国内及び

各国間の不平等の是正」（目標10）に移民の果たし得る役割が盛り込まれて

いる。

これと呼応するかのように，国際労働移動・移民研究では，2000年代以降

のアフリカ経済の成長に伴い，移動範囲を大きく広げた移民や，金融サービ

スの発達による送金のインパクトがしばしば脚光を浴びてきた。たとえば，

アフリカから中国などへ向かう人の移動が思い起こされるだろう。こうした

現象をとらえるために，北米・中米間の移民の送出・受入社会のあいだの移

民の社会経済的紐帯に注目して提唱された「トランスナショナリズム」概念

（Portes, Guarnizo and Landolt 1999）が，早くも2000年にアフリカの移民研究に

援用された 1 ）。トランスナショナリズム概念の援用に関して，南アフリカの

移民研究を牽引してきたCrush and McDonald（2002）は，受入国である南ア

フリカ社会の分析に注力する一方で，移民の包括的な連関を検討してこな

1 ） 2000年のカナダ・アフリカ学会誌（Canadian Journal of African Studies）では「トラン
スナショナリズム」を主題とした特集が組まれ，南部アフリカ地域に関する論文も複
数本，掲載されている。
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かったことを再考させるうえで有益であると評価している。

しかし，トランスナショナリズムをアフリカの移民研究に援用する潮流に

は課題も存在する。それというのも，トランスナショナリズムの議論におい

て，労働市場へ新規に参入する移民とその経済的効果に注目するあまり，労

働市場から退出する移民と相殺されかねない経済効果に関する実証的な考察

が必ずしも十分ではないからだ。トランスナショナリズムが，2000年代のア

フリカの経済成長を称揚する論調や，それを反映した開発政策との親和性が

ある一方で，負の側面を見過ごしがちであることは否めない。

開発政策が期待するのとは裏腹に，移民の送出・受入社会のあいだで必ず

しも経済格差が是正されるわけではなく，むしろ格差は拡大してきた。移民

の活動が格差解消に至らない，あるいは格差拡大に至る理由を探るために

は，労働市場に新規に参入する移民に注目するだけでは不十分である。

フォーマル／インフォーマルを問わぬ労働市場への新規参入者のみならず，

フォーマルな労働市場から退出を迫られる移民が代替的な収入源を求めてど

のような経済活動を模索するのか，という移民の動態も注視すべきであろ

う。なぜなら，労働市場から移民に退出を迫る状況，とりわけ南部アフリカ

地域の各国におけるフォーマル・セクターの縮小は，しばしば越境的なイン

フォーマル・セクターないしインフォーマルな雇用の拡大と表裏一体だから

である 2 ）。つまり，「南→南」の移民に関してはとりわけ送出国・受入国双

2 ） インフォーマル・セクターについてはさまざまな定義があるが，本章ではFeige
（1990）によるつぎの定義を採用する。「司法や行政にかかわる負担を回避し，また，
司法や行政による保護から排除された経済行為」という定義である。Feigeによる定
義は経済行為としての側面に注目している。他方，国際労働機関が1999年に「ディー
セント・ワーク」（働き甲斐のある人間らしい仕事）の理念を提唱して以来，蓄積さ
れてきた近年の研究はもっぱら雇用の側面に注目している。近年の研究潮流によれ
ば，フォーマル・セクター，インフォーマル・セクターの境界は曖昧である。同一人
物が双方で活動する場合もあれば，ひとつの業種が部分的にフォーマルで，部分的に
インフォーマルである場合もある。また，インフォーマルな雇用について，本章で
は，Dibben, Wood and Williams（2015）にならい，Williams and Lansky（2013, 358）の
つぎの定義を採用する。「インフォーマル・セクターでの就労とは，取り扱う商品は
合法である一方で，税金，社会福祉，労働法という点において行政当局から隠れた，
もしくは登録していない活動である」。
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方のフォーマル・セクターとインフォーマルな雇用の関係性を視野に入れな

がら，移民の動態を把握する必要性がある。

両セクターの関係性に関する議論は，1970年代以降，以下のとおり，二重

経済論，構造主義，そして法治主義のいずれかの理論的アプローチに沿って

なされてきた。二重経済論はインフォーマル・セクターをフォーマル・セク

ターとは切り離されたものととらえ，労働者たちは不利益を被っていると論

じた（Sethuraman 1976; Tokman 1978）。一方，構造主義は二重経済論とは対照

的に，むしろ両セクターが本質的に結びつき，インフォーマルな生産形態や

雇用形態を通じて，フォーマル・セクターの利潤を拡大していると主張して

きた（Moser 1978; Portes, Castells and Benton 1989）。さらに法治主義は，イン

フォーマル・セクターと法的環境との関係性について「ゲームのルール」を

設定するために資本家と政府は結託していると主張する（De Soto 1989）。い

ずれの枠組みもインフォーマル・セクターの特徴をとらえており，相反する

ものではない。これらの枠組みに加えて，2000年代以降の開発政策は，イン

フォーマル・セクターを従来のようにフォーマル・セクターに付随するもの

ととらえるのではなく，それ自体を中心に据えるようになっている（Chen, 

Vanek and Carr 2004; Stuart, Samman and Hunt 2018）。

南部アフリカ地域の移民の実態に注目してみると，ジンバブウェ移民のよ

うに教育水準が比較的高く，技能移民である場合については「南→北」の事

例もあるものの，大半は特別な資格や技能をもたない「南→南」の事例に該

当する 3 ）。そして「南→南」の国際移民は，おおむねつぎの 3 点において特

徴づけられる。第 1 に，インフォーマルな雇用につく移民が極めて多い点で

ある。第 2 に，インフォーマルな越境貿易の従事者（Informal Cross-Border 

Traders: ICBT）の活動の移動性が極めて高い点である。そして第 3 に，近年，

女性が増加している点である。

なお，2014年の世界銀行のレポートによれば，ICBTの活動はつぎのよう

3 ） 「南→北」の移動の代表的な事例として，南アフリカやイギリスの医療・看護分野に
従事するジンバブウェ人看護師が挙げられる（佐藤 2012）。
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に定義されている。対外貿易は常に国際的な境界を越えた物資やサービスの

移動を含む。それに対して，ICBTも，隣接する諸国の国際的な地理的境界

を越える物資やサービスの物流を担うが，その特徴はつぎの点にある。つま

り，定期的に越境することが可能であり，国境の両側における物資やサービ

スの需要と供給，価格差を利用できる者にとって，「極端な地理的隣接性」

（very close geographical proximity）が物流コストを取るに足りないものとする

点である（Benjamin et al. 2014, 16）。近年脚光を浴びたアフリカ・アジア間を

移動する ICBTなどは，もはや上記の「極端な地理的隣接性」という特徴づ

けさえも再考を迫っている。

さて，ICBTに加えて，本章では，移民の女性化とインフォーマルな雇用

の拡大という観点のみならず，移民が貧困削減・格差解消に貢献するか否か

という観点から移民の動態を把握するため，労働移民にも注目する。本章で

労働移民と呼ぶ移民は，出入国に際して，しばしば ICBTと同様に訪問ビザ

や30日間の査証免除の制度に則って越境するが，その後の活動形態が異な

る。労働移民は，さらにその有効期間内に越境を繰り返して滞在期間を実質

上延長する，いわゆるビザ・ラン（visa run）を行う（Vidal 2010）。こうした

手法により，南アフリカ国内に滞在し，かつ就労する移民を本章では労働移

民と呼ぶことにする。

ICBTと労働移民の相違について，現段階ではつぎのようにまとめられる。

まず，ICBTの南アフリカへの入国目的は，あくまでも貿易（仕入／販売のい

ずれかもしくは両方）にあり，入国の同日もしくは数日という短期間のうち

に仕入／販売を行い，再び出国する。それに対して労働移民は，南アフリカ

で就労し，収入を得ることを目的としているため，一定期間滞在する。両者

は資本の規模でも分けることができる。ICBTは旅費のみならず，取り扱う

商品を仕入れるための一定程度まとまった資本が必要である。それに対し

て，労働移民に最低限必要な費用は旅費にかぎられる。

なお，ICBTと労働移民は初期投資の規模こそ違うが，越境経路はしばし

ば重複する。本章では，前述のとおり移民の貧困削減・格差解消への貢献と
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いう観点から，近年増加してきたこれら 2 種の移民の活動に注目し，以下の

点を検討する。第 1 節では，1990年代以降に増加したインフォーマルな雇用

につく新たな移民に関する先行研究を整理する。第 2 節では，先行研究と聞

き取り調査で得られた情報から，ICBTと労働移民の起源と活動の変遷をた

どる。第 3 節では，移動性の高い女性移民が生まれた経緯と社会経済環境の

変化について検討する。最後に第 4 節では，聞き取り調査で得られた情報を

もとに ICBTと労働移民の活動を整理し，それぞれの活動の持続可能性なら

びに発展性，格差解消と貧困削減への貢献について検討する。

第 1 節　先行研究 

―民主化後の新たな移民を捕捉する試み―

南アフリカは，南部アフリカ地域で随一の移民受入国であるが，受入体制

については歴史的に劇的な変遷を遂げてきた。1990年代の民主化以前の南ア

フリカでは，人の移動に関して厳格な人種規制を行っていた。アパルトヘイ

ト時代に受け入れられるアフリカ人移民は，もっぱら単純労働者となる政策

移民にかぎられ，その代表的な事例が鉱山労働者であった。しかし，アパル

トヘイト体制の終焉とともに経済的な再編が進み，フォーマル・セクターに

従事する政策移民が減少する一方で，政策外の移民が増加した。同国ではア

パルトヘイト末期の1986年から1991年にかけて人種規制が緩和され，その時

期に南アフリカには多くの移民が流入した。その反動として，1997年には南

アフリカ人露天商組織による非南アフリカ人露天商に対する抗議運動が展開

された（Peberdy and Rogerson 2000; Peberdy 2000）4 ）。

4 ） Peberdy（2000）によれば，それが非正規移民の非合法性を強調した1999年「南アフ
リカ移民白書」に繋がっている。また，Peberdyはポスト・アパルトヘイト期の移民の
新たな特徴として，伝統的移民であるSADC出身移民に加え，コンゴ民主共和国，コー
トジボワール，マリ，セネガルなどの出身者が加わっているという点を挙げている。
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上記の社会経済的な変化と同時期に，新たな移民の動態をとらえる調査研

究が試みられた。代表的な研究が，カナダのクイーンズ大学に拠点を置く共

同研究「南部アフリカ移民プロジェクト」（Southern African Migration Pro-

gramme: SAMP）によるものである。SAMPは1996～1997年，2004～2005年，

2014年とほぼ10年サイクルで大規模な調査を行っている。

SAMPによる現状把握の第 1 段階として，1990年代の顕著な傾向としてと

らえられたのが，モザンビーク人女性，ジンバブウェ人男性および女性の移

民の新規の流入であった。とくに，女性移民の活動が物販のための仕入れな

ど，可動性の高い職種に集中していることが把握されている（Rogerson 

1997）。1990年代後半のこの調査では，ジョハネスバーグ（Johannesburg）と

モザンビークの首都マプト（Maputo）とのあいだで活動するモザンビーク人

ICBTの大半が女性であるとの見方が主流であった（de Vletter and Polana 

2001）。ただし，1990年代の時点で，経済危機と構造調整政策の受け入れな

どによってモザンビークではフォーマル・セクターでの職を失った男性が続

出しており，ICBTの利幅の大きさを認識した男性が ICBTにすでに参入し

ていることも指摘されている（Macamo 1999）。

学術上の ICBTという呼称が定着するのは，以下で詳述する2000年代の調

査においてであるが，モザンビークでは越境を繰り返す商人らを指して「ム

ケリスタ」（mukherista）という呼称がすでに定着していた。この呼称は，モ

ザンビーク南部のシャンガーナ（Shangaana）語で「運搬」を意味する語彙

「ムケロ」（mukhero）から転じ，公用語であるポルトガル語の「～する人」

（-isto/-ista）を示す接尾辞がついて「運搬者」を意味する。一般的に定着し

ているムケリスタという呼称が女性名詞であることも，これに従事する女性

の多さを反映している。そして何より，ムケリスタはモザンビークの都市部

貧困層，とりわけ若年世代の女性のあいだでは経済的に自立した女性のロー

ルモデルとなっている（Honwana 2012）。

第 2 段階として，女性移民に特化した研究課題を設定したSAMPは，2004

年から2005年にかけてジョハネスバーグで難民・庇護申請者を除く女性移民
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労働者を対象に質的調査を行った（Lefko-Everett 2007）。その結果，調査対

象者の入国方法は正規・非正規の双方を含み，全員が1990年から2004年のあ

いだに初めて移民を経験していることが明らかになった。ただし，同調査で

は以下の 2 点について制約も認識されている。第 1 に，2004年から2005年は，

ジンバブウェ経済が混迷を極めていた時期とも重なり，ジンバブウェ人移民

が急増していたことを反映して，調査対象者の国籍がジンバブウェ人に偏っ

ていたという点である。第 2 に，結果的にではあるが，可視化された女性移

民を対象としていたため，職業上の属性が露天商や，貿易従事者に偏ってい

たという点である。こうした制約の表明はその後の調査に際して方法論上の

課題を克服するうえで示唆的であった。

上記の先行研究を踏まえて，1990年代以降に増加した新たな移民の実態を

とらえるため，Muanamoha（2010）は，2004年から2005年にかけてモザンビー

ク農村部の主要な移民送出地域で非正規移民に特化した調査を行った。調査

地は，受入国側のみならず，歴史的に南アフリカ鉱山業で就業する契約労働

者を送り出してきた南部マプト州マグーデ（Magude）およびガザ（Gaza）州

ショクウェ（Chokwe）である。

すでに述べたとおり，南アフリカ鉱山業への政策移民の起源は，植民地期

の1901年に結ばれた暫定協定「ポルトガル共和国政府・南アフリカ連邦政府

間協定」に遡る（網中 2014）。この政策移民制度について，直近では，2015

年に両国の労働省大臣が「南アフリカ共和国政府およびモザンビーク共和国

政府間の労働・雇用分野における協力に関する覚書」（Memorandum of Under-

standing between the Government of the Republic of South Africa and the Government 

of the Republic of Mozambique on Co-operation in the Field of Labour and Employ-

ment）に調印し，植民地期に確立された制度を継承している（EIU 2015; 

Wickramasekara 2015）。なお，鉱山業に限定された政策移民の数はそのほかの

移民に関する政府統計に計上されることはなく，不可視化されている。

ここでその出入国手続きについて若干の説明を加えておく。当該移民は，

基本的に単身の男性に限られ，就業先は南アフリカの鉱山業に限定され， 1
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年から 1 年半の契約期間中は鉱山会社の用意した宿舎（コンパウンド）で共

同生活を送る。そして契約期間が満了すると一度帰郷した後に再契約を結

び，これを多い場合には十数回から20回以上も繰り返すという，還流型の移

民である。1990年代以降は，家族の帯同も認められ，コンパウンドを出てア

パルトヘイト時代の黒人居住区であったタウンシップなどに家族と同居する

ことが認められたが，あくまで有期雇用の繰り返しであり，契約満了ごとに

一度帰郷するパターンに変化はない。

これらの政策移民に関しては，リクルートから出入国管理の際に求められ

る身分証明書の取得，交通手段の提供に至るまで，一連の手続きをすべて国

家に承認された代理機関が代行し，渡航をエスコートした。政策移民となる

人々のプロファイルは往々にして貧困層出身かつ低学歴であり，煩雑な出入

国管理の手続きがすべて代理機関によって代行されていたことは強調してお

く必要があるだろう。モザンビークにおいては，いまだに貧困層出身者が個

別に身分証明書を取得するのは容易ではなく，農村部においてその状況は一

層深刻である。そうした人々が政策移民として出入国手続きの代行サービス

を享受できていたのである。つまり，政策移民の削減は，こうした身分証明

書の取得から出入国に至る一連のサービスへのアクセスを失うことも意味し

ていた。

Muanamoha（2010）の調査は，これらの移民送出地域に，1990年代以降の

南アフリカ鉱山業の再編に伴う移民労働者の削減がどのように影響を及ぼし

ているのかを検討している。同調査は必ずしも女性や ICBTに特化したわけ

ではない。しかし，同調査はそれまで代表的な政策移民として雇用されてき

た人々が，その可能性を閉ざされたとき，非正規移民として渡航する実態を

明らかにしている。同調査の結果，親族ネットワークが最大限に活用され，

最初の越境時，親族の財政的援助を受けたものは48.6%，移住先に連絡を取

る親族がいたものは80.4%に上った。その一方で，移動時の助けは必ずしも

親族ではなく，同伴者が親族であったケースは25.2%にとどまる一方で，同

伴者が友人であったケースは58.0%であった（Muanamoha 2010）。つまり，政
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策外の移民であるがゆえに出入国に必要な手続きに関して公的な代行サービ

スへのアクセスはないものの，政策移民によって構築されてきた既存のネッ

トワークが維持・活用され，新たな移民が加わっている。

さらに第 3 段階として2014年に行われたSAMPの調査では，女性が多数含

まれる ICBTの頻繁な越境に着目し，南部アフリカ11カ国の陸上国境20カ所

で10日間のモニタリング調査を実施した。同調査では，出身地や目的地での

サンプル・インタビュー調査を実施し，質量ともに豊富なデータを収集して

いる。そのなかでも，本章で注目するモザンビーク出身者に関しては，モザ

ンビークと南アフリカ国境のレサノ・ガルシア（Ressano Garcia）／レボンボ

（Lebombo），そしてモザンビークとエスワティニ（Eswatini，旧スワジランド）

国境のナマアシャ（Namaacha）／ロマアシャ（Lomahasha）でのモニタリング

調査と，モザンビークの首都マプトでの質問票調査が行われている（図 3-1

参照）。

まず，モザンビーク・南アフリカ国境のレサノ・ガルシア／レボンボなら

びにエスワティニ国境のナマアシャ／ロマアシャでのモニタリング調査の結

果，観察された 4 万826人の越境者のうち 2 万1793人（53.4%）が ICBTであ

ると報告されている。レサノ・ガルシア／レボンボ経由で南アフリカへ越境

する人々のうち49.5%が ICBTで，そのうちの71%が女性であった。また，

ナマアシャ／ロマアシャ経由でエスワティニへ越境する人々の72.6%が

ICBTで，その内71%が女性であったことが確認されている（Peberdy et al. 

2015）。これによると，2014年時点では，モザンビークから南アフリカ，エ

スワティニへ仕入れ目的で越境する ICBTは，いずれも70%以上が女性であ

る。

Raimundo and Chikanda（2016）は，同じく2014年にマプト市内の市場で，

南アフリカとモザンビークの首都マプトのあいだで活動する ICBTを中心に

402人に対して質問票調査を実施した。Raimundoらによれば，以下の表 3-1

に示すように，2014年時点においてマプト市内の公設市場での貿易従事者全

体のうち男性が56.5%，女性が43.5%であった。ICBTの比率をみると男性が
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（出所） 筆者作成。
（注） モザンビーク南部から南アフリカへ入国するための国境は複数地点ある。最も頻繁

に使われるのが，マプトからジョハネスバーグ方向への移動経路上に位置するレサ
ノ・ガルシア／レボンボである。また，主要幹線道路が整備されている国境地点と
しては，マプトからダーバン方向への移動経路上にあるポンタ・ド・オウロ／コー
ジィ・ベイがある。そのほか，マプト州・ガザ州内陸から両国国境にまたがるク
ルーガー国立公園につながる国境地点が複数あり，しばしば非正規移民の入国経路
として利用される。
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表3-1　マプト市内公設市場における貿易従事者の属性（2₀14年）
 （%）

越境貿易
（ICBT） 越境貿易仲買 非越境貿易 合計

男性 35.1 ₆.5 14.₉ 5₆.5
女性 2₆.3 ₇.2 1₀.₀ 43.5
合計 ₆1.4 13.₇ 24.₉ 1₀₀.₀

N=4₀2
（出所） Raimundo and Chikanda （2₀1₆, 11）をもとに筆者作成。

図3-1　モザンビーク南部の主要移民送出地域および南アフリカの移民先
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全体の35.1%，女性が26.3%と男性が過半数を占めており，近年の移民の女

性化という潮流とは逆行している。これについて，Raimundoらは，つぎの

ように説明している。第 1 に，従来，ICBTの大半が女性であるととらえら

れていたが，近年では男性が参入している。第 2 に，Peberdy et al.（2015）

が実施したように，国境での調査であればより女性の比率が高くなるであろ

うというのである。

Raimundo and Chikanda（2016）の調査は，首都マプトの公設市場という経

済活動の中心地で実施した調査であるがゆえに，ICBTへの男性による参入

状況を最も顕著に反映していると考えられる。首都圏の ICBTへの男性の参

入は，第 1 段階の1990年代の調査でMacamo（1999）がすでに指摘していた

とおりである。それに対して，同じく2014年の国境地帯でのモニタリング調

査で観察された調査対象者は，首都圏外で活動する ICBTを含んでいる（Pe-

berdy et al. 2015）。つまり，ICBTの経済活動の先駆けである首都圏の ICBTは，

男性の参入によって男性の比率が増加していると考えられる。その一方で，

国境でのモニタリング調査では依然として女性比率が高い。これは，モザン

ビークの ICBT全体をみたときに，首都圏の ICBTへの男性の参入を相殺す

るほどに，後発である首都圏外の ICBTは依然として女性によって占められ

ていることを示している。

前掲の先行研究によって，ジョハネスバーグとマプトとのあいだを頻繁に

移動するマプト周辺の首都圏の ICBTの実態は明らかにされつつある。しか

し，従来女性が大半を占めていた活動に男性が参入し，女性の比率に変化が

生じているという点は，かならずしも明示的には論じられていない。同様

に，移民の女性化という観点から検討の余地があると思われるのは，ICBT

ならびに労働移民を中心とした新たな移民参入者の出身階層ならびに地理的

な範囲の深化・拡大である。そこで次節では，ICBTならびに労働移民の起

源と活動の変遷をたどる。
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第 2 節　ICBTならびに労働移民の起源と活動の変遷

今日の越境的かつインフォーマルな経済活動の起源は，1980年代半ば以降

の経済環境の変化の延長線上に位置づけることができる。それ以前，モザン

ビークから送り出される移民はつぎの 2 種類のうちのいずれかであった。ひ

とつは，植民地期以来，受入国である南アフリカ政府との 2 国間協定に基づ

く政策移民であり，南アフリカの鉱山労働者となる男性であった。もうひと

つは，モザンビークの独立（1975年）後の代表的政策移民である社会主義

国・旧東ドイツにおける非熟練労働に従事する男女であった。以下では，こ

れらの政策移民を除いて，モザンビークから近隣諸国への労働移民の先鞭を

つけたインフォーマルな越境商人ICBTを中心に，その活動の変遷をたどる。

ICBTの起源は，社会主義時代のモザンビークにおける物資の不足に紛争

（1977～1992年）が拍車をかけた1980年代半ばに遡る。当時はモザンビーク政

府が1984年に世界銀行・国際通貨基金との交渉を経て，社会主義体制から資

本主義市場経済への移行へと舵を切り，政治・経済の両面において大幅な制

度変更を経験した時期でもある。モザンビークの ICBTは，体制過渡期の複

合的な社会経済的必要性から生まれたといっても過言ではない。

モザンビークの最初の ICBT組合であるムケロ組合（Associação Mukhero）

代表Sudeca Novelaによれば，当時，モザンビーク南部エスワティニ国境付

近ナマアシャの住民女性らが，およそ70キロメートル離れた首都マプトから

の途絶えがちな生活物資に代わって，隣接するエスワティニ側に非正規に越

境し，生活物資を調達し始めた。これがモザンビーク版 ICBTムケリスタの

起源である。国境には出入国管理施設があるが，移民局や税関職員も含め，

地域住民は生活物資の不足に苦しんでいた。そのため，移民局ならびに税関

職員も，生活物資の調達を目的とした地域住民の越境を容認し，関税の徴収

を行わなかった。国境付近の住民の越境を中央省庁がどこまで把握していた

かは不明だが，少なくともナマアシャ駐在の移民局ならびに税関職員，そし
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て地域住民のあいだでは，やがて毎週水曜日と土曜日は越境可能な買い出し

日として定着した（Jairoce 2016）。

この環境に目をつけたマプトの市民，とりわけ自らの家計をやり繰りする

女性たちがこの動きに加わった。ナマアシャの女性たちに加え，マプトの女

性たちが加わり，次第にこの取引の利幅の大きさに目をつけた男性が加わっ

た。これらの男女らは，越境と生活物資の購入を容認されているナマアシャ

住民女性を中心にエスワティニでの仕入れのために雇い入れ，一日に複数回

越境を繰り返しては物資を調達してマプトに輸送し，インフォーマル市場の

需要を満たした。当時はまだ，非白人のモザンビーク人はアパルトヘイト体

制下の南アフリカに入国できなかったため，エスワティニが生活物資のおも

な仕入先となった。この越境商人らが，モザンビークではムケリスタと呼ば

れはじめていた ICBTである。

とりわけ，こうした活動の物流量を一挙に増加させたマプトの ICBTはど

のような人々であったのか。ムケロ組合代表のNovelaによれば，彼自身が

そうであったように，1980年代後半から1990年代前半のモザンビーク経済の

民営化に伴って失職した元公務員や，政策移民として旧東ドイツでの契約労

働を経験した人々がこの越境貿易に参入したという。つまり，この時点での

新規参入者は，フォーマル・セクターの前職において一定期間安定した賃金

を得ることのできた人々であり，男性の参入もこの時点で始まったとみられ

る。

やがてアパルトヘイト末期の1986年から1991年にかけて南アフリカの人種

規制が緩和されると，モザンビーク人 ICBTも南アフリカで仕入先を開拓し

た（Peberdy and Rogerson 2000）。南アフリカ側の人種規制の緩和に伴い，

ICBTの仕入れ先はエスワティニのみならず，モザンビーク国境から約100キ

ロメートルに位置する南アフリカのムプマランガ（Mpumalanga）州ネルスプ

リット（Nelspruit）が加わった。さらに，生鮮・加工食品，生活雑貨等の消

費財の仕入先は，最終的にモザンビーク国境からわずか 4 キロメートルの

町，コマチポート（Komatiport）となった。モザンビーク国境にほど近い南
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アフリカの地方都市の卸売市場や大手スーパーマーケット，農場は，モザン

ビークの ICBTにとって主要な仕入先となっている。

こうした経済活動の活発化は，南アフリカ側・モザンビーク側双方に経済

的恩恵をもたらしている。南アフリカ側では，国境の小さな町であったコマ

チポートが著しく発展し，さらに大型車両用の駐車スペースや幅広の道路建

設を含めた都市再開発計画が立ち上がっている。かたやモザンビーク側で

は，紛争中に破壊されていたマプトとコマチポート最寄りの国境地点レサ

ノ・ガルシアを繋ぐ幹線道路がすべて再舗装され，1990年代後半には交通手

段である乗り合いのミニバスも増加し，仕入れに必要な資本も小規模化し

た。これらの物理的な環境の変化や，初期投資の金額が低額になったことに

よって，新規参入者が増加した。

ただし，出入国管理に関する手続き，とりわけ南アフリカに入国するため

の査証の取得は，ICBTをはじめとする移民にとって障壁であり続けた。こ

の問題を克服するため，ICBTの一部は1994年に前述のムケロ組合を立ち上

げ，パスポート等の申請手続きのみならず，南アフリカへの入国査証を申請

する際の推薦状を組合名で発行するなど，組合員の査証の取得を積極的にサ

ポートした（Jairoce 2016）。

1980年代末以降の変化は ICBTの活動にも大きな変化をもたらした。前述

のとおり，当初の買い付け先はエスワティニであったが，これが南アフリカ

へと変化した。この変化は，かつての政策移民である男性鉱山労働者の移民

ルートとネットワークを踏襲することになり，モザンビークの首都圏の

ICBTの活動において男性の優位性を高めることに繋がった。また，前述の

ICBT組合が立ち上げられたように，男性が組織化を主導するといった側面

も見られ始めた。

1990年代半ば以降，2000年代初頭までに，南アフリカとモザンビークのあ

いだの経済環境にも大きな変化が訪れた。第 1 に，モザンビークを含む南部

アフリカ諸国の首都・地方都市に南アフリカ資本の大手スーパーマーケット

が進出した。たとえばモザンビークの首都マプトに南アフリカ資本の大手
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スーパーマーケットであるショップライト（Shoprite）が1994年に 1 号店を

出店し，その後も同様の量販店の店舗数は増加していった（西浦 2005）。調

査対象者（付表No.37）5 ）からの聞き取りによれば，首都から地方都市に至る

まで，各地の市場において同じ商品が ICBTの介在なしに入手可能になった

のである。モザンビークではこうした変化によって，それまでネルスプリッ

トやコマチポートの同系列店舗で仕入れをしていたモザンビーク人 ICBTが

優位性を失い，ICBTは淘汰の時期に入った。

第 2 に，2005年に南アフリカ政府が短期滞在のモザンビーク人の入国査証

を免除した 6 ）。査証なしで30日間の滞在が可能となると，インフォーマルな

雇用につくモザンビーク人の労働移民は，さらにつぎの 2 点において大きな

変化を遂げた。まず，前述の ICBT組合の助力を得ない多くの個人が ICBT

の活動に参入した。つぎに，南アフリカで物品を仕入れ，モザンビーク国内

で販売することを活動とするICBTのみならず，査証免除を利用して入国し，

南アフリカ国内で就労する労働移民が増加したのである。少なくとも最初の

入国査証に関しては合法的に入国した移民も，30日後の査証の扱い，労働許

可や雇用関係の有無といったその後のプロセスにおいて何らかの点で非正規

である可能性が高い。

近年の南アフリカ側の統計資料を見るかぎり，モザンビーク人の ICBTや

労働移民が越境する際に，南アフリカの一時滞在許可を得ているようには思

5 ） 聞き取り調査にもとづく情報に関しては本章末尾の付表にインフォーマントの年齢，
性別，調査地，最終学歴，就業地および職歴を記す。聞き取り調査の詳細について
は，第 4 節を参照されたい。

₆ ） 南アフリカへモザンビーク人が入国する際の査証については，両国間での議論が続い
ている。2017年 4 月20日付けの『クラブ・オブ・モザンビーク』（Club of Mozambique）
紙記事“Mozambique and South Africa extend visas from 30 to 90 days”によれば，モザ
ンビーク政府は査証免除期間を30日から90日へ延長すべく交渉を行っていた。しか
し，同紙2018年 ₆ 月 5 日付け記事“Mozambique gives up on extended visa arrangement 
with South Africa”によれば，南アフリカ政府が90日への延長の交換条件として，同
年内の南アフリカ滞在期間の合計の上限を90日に限定することを提案したため，モザ
ンビーク政府は交渉から撤退した。
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われない。たとえば，南アフリカ統計局の統計資料上，一時滞在許可受給者

の上位10カ国にモザンビークは含まれていない。2017年 3 月の統計では10位

はアンゴラの1647人（全体の2.2%）である（STATS SA 2017）。他方，以下の

表 3-2に示すように，2017年 3 月 1 カ月間にSADC諸国から南アフリカへ入

国した渡航者数のうち，モザンビーク人は10万540人であり，その内，陸路

で渡航した者は 9 万7714人（97%）である。ICBTや労働移民を含む移民の多

くは一時滞在許可ではなく，30日間有効な査証免除を含めたほかの資格や手

段で越境し，出入国を繰り返していることが窺える。

こうした ICBTや労働移民は，どのような社会経済的環境から生まれたの

か。続く第 3 節では，ICBTや労働移民を生み出した送出国と受入国のマク

ロな経済環境の変化について検討する。

表3-2　SADC諸国から南アフリカへの渡航者数　出身国・入国経路別
（2₀1₇年3月）

出身地域・国 SADC内比率
（％）

人数
（人）

空路比率
（％）

陸路比率
（％）

ジンバブウェ 2₆.₀ 14₀,₆5₈ ₇.₆ ₉2.4
レソト 24.1 13₀,4₀₇ ₀.4 ₉₉.₆
モザンビーク 1₈.₆ 1₀₀,54₀ 2.₈ ₉₇.2
スワジランド 12.₀ ₆4,₆43 ₀.₈ ₉₉.2
ボツワナ ₉.1 4₉,152 5.₈ ₉4.2
ナミビア 3.1 1₆,₆54 34.₇ ₆5.3
ザンビア 2.₆ 13,₇₉4 24.4 ₇5.₆
マラウイ 2.4 12,₇₆3 14.₈ ₈5.2
アンゴラ ₀.₇ 4,₀₀₇ ₉₆.₇ 3.3
タンザニア ₀.₆ 3,2₀₈ ₆₀.1 3₉.₉
コンゴ民主共和国 ₀.4 2,₀₈₉ ₇₉.3 2₀.₇
モーリシャス ₀.3 1,5₀₀ ₉2.₈ ₇.1
セイシェル ₀.2 1,₀₉4 ₉₈.2 1.₇
マダガスカル ₀.₀ 1₇₈ ₉₆.1 3.₉
SADC 1₀₀.₀ 54₀,₆₈₇ ₇.1 ₉2.₉

（出所） STATS SA（2₀1₇）をもとに筆者作成。
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第 3 節　送出国・受入国の国境を越える経済環境の変化と影響

移民の送出国・受入国それぞれの経済環境は，当該地域に共通した条件で

変化することもあれば，それぞれが自国の政策の範囲内で変化を遂げること

もある。他方，その経済環境の変化は容易に国境を越えて影響を及ぼし合

う。Muanamoha（2010）が示したように，受入国である南アフリカのフォー

マル・セクターでの雇用喪失は，間接的にモザンビークからの非正規移民を

生み出している。フォーマル・セクターにおける雇用の喪失の結果，フォー

マル・セクターの労働市場から撤退を迫られた人々，あるいはそこへのルー

トを閉ざされた人々は，多様なルートで再び労働市場に参入しようとする。

こうした現象が，南アフリカとモザンビークとのあいだでは国境を越えて発

生する。その結果，フォーマル／インフォーマルを問わず，労働移民の就業

形態や属性が多様化し，また，その受け皿としてインフォーマルな雇用が拡

大してきたと考えられるだろう。

ただし，南部アフリカ地域の文脈では，フォーマル・セクターの縮小とイ

ンフォーマル・セクターの拡大は1990年代から2000年代に初めて起こった事

象ではない。南部アフリカ地域の多くの国で，すでに1980年代に体制変化に

伴う経済環境の変化とともに，フォーマル・セクターの縮小とインフォーマ

ル・セクターの拡大を経験している。政策外の移民との関連でいえば，第 2

節で述べた初期の ICBTはこの時期に登場している。

モザンビークの経済成長率および失業率の推移をみてみよう（図 3-2参

照）7 ）。同国では1980年代に構造調整政策を受け入れて以来，国有企業等の

₇ ） モザンビークの失業率に関しては，国立統計局（Instituto Nacional de Estatística: INE）
の年鑑あるいはその原典である労働・雇用・社会保障省（Ministério do Trabalho, 
Emprego e Segurança Social: MITESS）の年鑑（Boletim da Estatística do Trabalho 2015）
を参照しても失業者数を掲載しているのみで，失業率は明記されていない。そのた
め，ここではモザンビークと南アフリカの失業率の推移を比較可能な，世界銀行の推
計値を用いる。
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民営化により失業率が1991年時点で男性22.6%，女性27.0%にまで増加して

いたが，その第 1 の波は1990年代初頭に過ぎている。1991年以降，失業率は

紛争（1977～1992年）後の復興期の1990年代を通じて極めて緩やかに減少す

るが大きな変化はない。一方，経済成長率は，内戦終結後1994年の第 1 回総

選挙後，内戦が再発することなく復興へと移行した1996年に26.8%と高い成

長を記録したほかは，2000年の1.7%から2001年の12.7%へと著しい伸びがみ

られる。これはモザンビーク・南アフリカ・イギリス・日本の合弁企業であ

るアルミニウム製錬工場モザール（Mozal）が生産を開始したためである。

この資本集約型産業への大型の海外直接投資事業は，経済成長率を引き上げ

はしたが，失業率改善への貢献はかぎられていた。失業率はその後，2003年

に女性23.8%，男性18.9%まで減少したが，2015年まで年平均 7 %台という

経済成長率を記録しながらも失業率は緩やかに上昇した。この間，失業率を

改善するほどのインパクトをもたらす失業対策は皆無に近かった。また，モ

ザンビークでは，リーマン・ショックなどに代表される国際的な経済環境の

（出所） World Bank Open Dataをもとに筆者作成。

図3-2　モザンビークの経済成長率と失業率の推移
（1₉₉₀～2₀1₇年）
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変化によって影響を受ける企業の数が極めてかぎられていたため，2010年代

に至るまで失業率の上昇は比較的緩慢であった。さらに2013年から2014年に

かけては女性失業率が24.9%から27.1%に，男性失業率が21.2%から23.1%と

それぞれおおむね 2 ポイント上昇し，高止まりしている。

モザンビーク経済は，2000年代を通じて 7 %台のマクロ経済成長を達成し

てきた一方で，雇用が促進されず，貧困率は悪化し，「雇用なき成長」と非

難されてきた。2015年時点でモザンビーク国内の労働市場におけるフォーマ

ル・セクターの規模は就業人口のわずか6.3%に過ぎず，就労者の 9 割以上

がインフォーマル・セクターか農業に従事していると見積もられている。そ

うした状況に加え，人口増加率を加味すれば，毎年およそ30万人の若年労働

者が労働市場に参入すると見積もられる。近年のマクロ経済成長は往々にし

て大規模な海外直接投資によって牽引されている。それによって生まれる労

働需要は，プロジェクトの初期には建設業など労働集約的であるが，長期的

には資本集約的な職種である。他方で，国民の大半は極めて低い就学歴のた

めに労働需要の要件を満たせず，長期的に安定した雇用に結びつかない（網

中 2016）。

ここまでモザンビークの経済状況をみてきたが，1990年代以降，移民の出

身国モザンビークよりも受入国南アフリカの失業率が低いわけではなく，む

しろ南アフリカの失業率の方が高い。また，南アフリカのジニ係数は1996年

の60.7から2000年に57.8と改善したが，2005年に64.8に至るまで悪化したま

ま高止まりし，モザンビークよりも悪い。さらには，モザンビーク人を含め

た移民労働者は南アフリカのフォーマル・セクターの労働市場から退出を迫

られてきた。それにもかかわらず，なぜモザンビーク人は南アフリカへ経済

的機会を求めて移動するのか。

単純な答えは，フォーマル／インフォーマルの別を問わず，南アフリカの

経済状況が悪かろうと，相対的に所得の高い南アフリカで就業することに

よって，モザンビークで就業するよりも，よりよい収入を得られると期待し

ているからである。1990年代以降の両国の 1 人当たりの国民総所得（Gross 
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National Income: GNI）を比較してみるとその差は歴然としている（図 3-3参

照）。モザンビークと南アフリカのGNI値の差が最大であった1995年の22.4

倍という状況からは改善しているものの，2000年代に入っても10倍以上の格

差がある。

とはいえ，移民労働に赴く大半のモザンビーク人のように，就学歴が低

く，特段の技能もない貧困層出身のモザンビーク人が南アフリカに移民した

ところで，モザンビークよりも失業率の高い南アフリカのフォーマル・セク

ターで職を探すのは容易ではない。そこで，やむなくインフォーマルな雇用

につく者が大半だが，いずれにせよ南アフリカの国民と同水準の所得を得ら

れるわけではない。それでも移民することによって，モザンビークよりも所

得レベルの高い南アフリカの貧困層の潜在的顧客にアクセスすることが可能

となる。

その背景には，民主化後の南アフリカ政府による南アフリカ人向けの雇用

創出や，貧困層に対する手厚い社会保障がある。南アフリカでは1990年代以

降の経済再編に際して，労働集約型産業である鉱山業において南部アフリカ

地域出身の移民労働者の雇用を削減し，代わりに20万人以上の南アフリカ人

の雇用を確保した。さらに南アフリカ政府による社会保障である高齢者手当

（出所） World Bank Open Dataをもとに筆者作成。

図3-3　モザンビークと南アフリカの1人当たり国民総所得の推移
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（2018年現在60歳以上月額上限1700ランド），子ども手当（ 1 人当たり月額上限

410ランド）などはアフリカ人貧困世帯の重要な収入源となっている（牧野 

2005）8 ）。これらの社会保障サービスを受けられる南アフリカの貧困層は，

モザンビークの貧困層出身の移民にとって，安定的な収入をもつ顧客となり

得るのである。

さらに図 3-4に示すとおり，所得や資産の不平等など格差を示す指標であ

るジニ係数の変化をみると，モザンビークのジニ係数は紛争終結から間もな

い1996年の53.6から2008年に至るまでには45.6と 8 ポイント改善したもの

の，2014年までには54.0と8.4ポイントも悪化した。モザンビークのジニ係数

は一旦縮小した格差が再び著しく拡大しているため，体感的にはより大幅に

格差が拡大しているように思われる。その証左か，格差が拡大するあいだ，

首都マプトでは2008年，2010年，2012年と 3 度にわたり食料価格の高騰に起

因する都市暴動が発生している。

つまり，2000年代に入って注目されてきた ICBTや労働移民に代表される

新たな移民は，本章冒頭で言及したように，2000年代から2010年代前半のア

フリカのマクロ経済成長に後押しされた需要を満たすべく，物流を担う移民

₈ ） 2018年時点での各種社会保障手当の金額については，南アフリカ政府のサイト
（https://www.gov.za/services/social-benefits-retirement-and-old-age/old-age-pension）
を参考にした（2019年 2 月時点 1 ランド＝8.07円）。

（出所） World Bank Open Dataをもとに筆者作成。

図3-4　モザンビークのジニ係数の変化
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として一面的にとらえることはできない。むしろ本章で扱う移民の誕生は，

フォーマル・セクターの縮小とインフォーマル・セクターの拡大という過去

の経済環境の変化の延長線上に位置づけられ，南部アフリカ地域の文脈では

1990年代後半から2000年代に加速した人の移動にかかわる制度変更，さらに

は労働の柔軟化の末に増加したインフォーマルな雇用が重なりあって生まれ

た移民である。

第 4 節　モザンビーク人女性移民の実態 

―ICBTと労働移民―

4-1　調査方法

本節では，モザンビークおよび南アフリカで実施した質的調査にもとづ

き，南アフリカのインフォーマル・セクターに参入した女性移民の実態を明

らかにする。調査では，受入国側でのインフォーマントの捕捉が困難である

ことに加え，移民の職種に関して視覚的にとらえやすい露天商への偏重を回

避するために，受入国側ではなく送出国側で重点的に聞き取り調査を行っ

た。聞き取り調査では， 1 人当たり30分～ 2 時間弱の半構造化インタビュー

を合計59人に対して行った。インフォーマントのプロファイルについては，

調査地，インフォーマントの年齢，性別，最終学歴，就業地および職歴を記

した本章末の「付表　インフォーマント一覧」を参照されたい。移民当事者

であるインフォーマントの内訳は，現役・元ICBT含むICBT15人（女性14人，

男性 1 人），労働移民10人（女性 7 人，男性 3 人），現役・退職者含む鉱山労働

者（男性14人），現役・退職者を含む鉱山労働者配偶者（女性 8 人），モザン

ビーク国内露店商12人（女性10，男性 2 人）である。本節以下では，聞き取

り調査にもとづく情報に関しては括弧内に付表のインフォーマント番号を記

す。

調査時の使用言語について，モザンビーク人に対する聞き取り調査では，
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調査地の主要言語に応じて調査助手がポルトガル語からインフォーマントの

母語である民族言語への通訳を行った。各調査地での使用言語と通訳を務め

た調査助手の性別はつぎのとおりである。モザンビーク南部のイニャンバネ

（Inhambane）州ではビトンガ語（Bitonga）話者男性，ガザ州ではシャンガー

ナ語話者女性，マプト州ではロンガ語（Ronga）話者男性が調査助手を務め

た。

送出国側での調査は，2018年 1 月にモザンビーク南部のイニャンバネ州モ

ルンベネ（Morrumbene）郡およびマシーシェ（Maxixe）市，同年 7 ～ 8 月，

10月に同じく同国南部のガザ州シャイシャイ（Xai Xai）市，マプト州マプト

市にて移民経験者および ICBT組合ムケロ組合に対して聞き取り調査を行っ

た。モザンビークの首都マプトから国内南部各州の調査地までの距離は，モ

ルンベネまでが約500キロメートル，マシーシェまでが約470キロメートル，

シャイシャイまでが約215キロメートルである（図 3-1参照）。複数都市での

調査は，社会経済的環境の違いを考慮し，移民の先発・後発的特徴を比較す

るためであると同時に，移民送出地域の地理的かつ社会経済的外縁を探るた

めである。

受入国側での調査は，2018年 1 月に先行して行った送出国側での聞き取り

調査から得られた移民先に関する情報をもとに，先行研究の集中していた南

アフリカのハウテン（Gauteng）州ジョハネスバーグに加えて，近年，モザ

ンビーク人の新たな移民先となっていると思われるクワズールー・ナタール

（KwaZulu-Natal）州ダーバン（eThekwini Municipality, Durban）および同州クワ

ドゥクザ（iLembe District, KwaDukuza Municipality，旧Stanger）にて移民およ

び関連分野の非政府組織（Street NetおよびRefugee Social Service），そして移

民に対して2018年10月に聞き取り調査を行った。モザンビークの首都マプト

から南アフリカのジョハネスバーグまでの距離は約550キロメートルである。

同じくマプトからダーバンまでは，従来であればエスワティニを経由して約

590キロメートルであったが，2018年11月のマプト市南端のマプト・カテン

ベ（Catembe）橋の開通にともない，エスワティニを経由しないルートの道
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路舗装状況が劇的に改善し，距離も約525キロメートルと短縮されたため，

直接ダーバンへ向かうルートが新たに発達しつつある（図 3-1参照）。

おもな調査対象者は，労働移民として南アフリカのインフォーマル・セク

ターに参入した⑴ ICBTもしくは⑵現地で就労する労働移民に大別される。

いずれも，正規に入国している者に関しては，南アフリカ入国ビザ30日間免

除の制度を活用している点で共通しているが，その活動にもとづいて両者を

分けることができる。

移動の頻度や滞在期間に注目すると，本章冒頭で述べたとおり，ICBTは

定期的に越境することが可能であり，国境の両側におけるさまざまな物資や

サービスの需要と供給，価格差を利用して物流コストを相殺し，利益を上げ

る。ICBTの南アフリカへの入国目的はあくまでも貿易（仕入／販売のいずれ

かもしくは両方）にある。本章で扱うモザンビーク人 ICBTの南アフリカにお

ける活動は，圧倒的に仕入れに偏っているため，入国の同日もしくは数日と

いう短期間のうちに仕入れを行い，再び出国する。これに対して，労働移民

は，30日間の査証免除の有効期間内に越境を繰り返し，滞在期間を実質上延

長して現地での就労を継続する。前者の経済活動と生活の拠点がモザンビー

ク国内にあるのに対して，後者のそれは移民先にある。また，費用の面でも

ICBTは旅費のみならず，取り扱う商品を仕入れるための一定程度まとまっ

た資本が必要である。それに対して，労働移民が最低限必要な費用は旅費に

かぎられる。本節以下では，活動の実態と合わせて，参入の動機・原資の調

達・就学歴といった点に絞って ICBT・労働移民それぞれの活動を検討する。

4-2　変化を続けるICBT

モザンビーク人 ICBTの活動の大半は，南アフリカで商品を仕入れ，モザ

ンビークで販売する一方向的なものである。このタイプの ICBTの滞在日数

は，南アフリカ国境最寄りのコマチポートでの仕入れなら同日中，ジョハネ

スバーグならば 1 ～数日，中国やインドなら 5 ～ 7 日といずれも短期であ

る。第 2 節で詳述したとおり，ICBTの活動自体は1980年代のエスワティニ
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での仕入れから始まり，1990年代のアパルトヘイト終焉後に仕入先が南アフ

リカに変化した。これらの ICBTは現在では，フォーマル／インフォーマル

の別を問わず，モザンビークの首都マプトおよびその近隣都市の市場に供給

する生鮮・加工食品から，モザンビーク国内全国各地の地方都市の個人向け

受注買付による電化製品，家具など幅広い商品を供給している。ムケロ組合

代表（付表No.55）によれば，マプト首都圏の ICBTは複数の組織に組織化さ

れているが，おおむね組合員の 6 ～ 7 割が女性といわれている。

⑴　先発の首都圏ICBT

まず，首都圏を市場とする先発の ICBTのうち，1990年代後半から2000年

代初頭にかけてみられたのは，レサノ・ガルシア／レボンボ経由で南アフリ

カへ入国する乗り合いのミニバスで向かい，生鮮・加工食品や消費財を仕入

れる小規模な ICBTであった。しかし，初期の小規模な ICBTは1990年代か

ら2000年代にかけて淘汰された。1994年に南アフリカ資本のスーパーマー

ケットがモザンビークのマプトに 1 号店を構えたのを筆頭に，南アフリカ資

本の大型店舗の出店に伴い，マプト周辺の首都圏をはじめとする地方都市で

は ICBTの小規模取引は採算がとれなくなった（付表No.37）。ICBTは，取り

扱う商品の単価が安ければ，取り扱う規模を大きくしなければ利益が上がら

ず，そのためにはより高額の元手が必要となった。マプト首都圏では，資本

の規模が大きくなるにつれて初期の小規模で単価の安い食品や消費財などを

取り扱う ICBTは淘汰され，現在，その活動内容は以下のような分業が生ま

れている。

マプト首都圏の ICBTのなかでも，自前の交通手段を持ち合わせる中規模

から大規模なものが残り，生鮮・加工食品から消費財など，単価は比較的安

いが流通量の多い物品を首都圏市場に供給している。なお，マプトの ICBT

のうち，淘汰の過程でニッチを開拓し，派生したのが仕入先の地理的範囲を

南アフリカから中国，インドへ広げた ICBTと位置づけられる。

たとえば，2019年現在，マプト市内 2 カ所の公設市場に付け毛を含む服飾



第 3章　南アフリカへ向かうモザンビーク人女性移民の移動性と脆弱性　151

雑貨を扱うブース，そのほかにもヘア・サロン 1 件を経営する女性 ICBT（付

表No.16）は，つぎのように柔軟な活動を展開してきた。2013年以降，ICBT

として南アフリカのコマチポートで食品，とりわけ当時のモザンビークでは

生産量は低いが消費量の多かった鶏肉を仕入れ，マプト市内の卸売市場に供

給していた。ところが，2016年にモザンビーク政府が国産の鶏肉の生産を奨

励し，同市場を保護するために南アフリカ産を含めた鶏肉の関税を引き上

げ，将来的に2019年から輸入を禁じることを発表した。そこで彼女は，それ

を機に取扱商品を鶏肉およびその他の食品から服飾雑貨・付け毛に変更し，

市場の自分のブースで小売りを行い，また，自ら市場外で経営するヘア・サ

ロンに卸している。取扱商品の変更とともに，仕入先もコマチポートから服

飾雑貨の問屋街があるジョハネスバーグへと変わった。その後，2017年から

は仕入先を南アフリカから中国に変更し，2018年からはさらにインドを加え，

毎月 1 回のペースで仕入れのために渡航している。

関税条件などにいち早く反応し，取扱商品を巧みに選び，軽やかに新たな

仕入先を開拓していく上記の ICBT女性の就学歴をみると，大学学部 2 年次

での中退である。高校在学中からインフォーマル・セクターでアルバイトを

続け，大学へ進学すると間もなく自動車を購入し，大学在学中から ICBTと

してコマチポートへの越境を繰り返していた。結果的にではあるが，将来の

職が約束されているわけでもない学歴よりも，経済的自立を選択している。

2017年の最初の中国渡航に際しては，南アフリカへの買い付けに利用してい

た車を手放し，中国への渡航費を捻出した（付表No.16）。

この事例については，当事者 1 世代の経済活動の展開をみるだけでは不十

分である。というのも，彼女の父親は首都マプト在住の元公務員で1990年代

の公的部門の再編の際に早期退職し，退職金をもとに自営業に転じ，中古自

動車の輸入・販売と運輸業を営んでいる。父親の生業が若年の娘の自動車購

入に役立っており，ICBTの当初の原資を提供したのも父親である（付表

No.18）。さらに南アフリカ国籍をもつ叔父がジョハネスバーグに在住である

ことも助力となっている。また彼女の母親は1990年代から2000年代初頭にか
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けて当時，利幅の大きかった古着の露天商であったが，現在では大人向けの

古着は利幅が狭く，子ども服に特化している（付表No.17）。母親自身のイン

フォーマル・セクターへの参入の契機は，夫の早期退職に伴い，家計に貢献

することを模索した結果であった。ICBTとなった女性の身近には，すでに

インフォーマル・セクターないしインフォーマルな就業形態で経済活動を展

開するモデルがあったのである。

⑵　後発の地方都市ICBT

マプト首都圏を中心に活動する先発の ICBTのほかにも，マプトから北上

する幹線道路沿いの地方都市を市場とする後発の ICBTが存在する。地方都

市の ICBTは，単にマプト首都圏の ICBTと比較して相対的に後発的である

だけでなく，1990年代から2000年代初頭の量販店の地方都市への進出のあと

にも新規参入者があり，活動が存続している点に特徴がある。2010年代末の

現在，管見のかぎりにおいて，地方都市で活動する ICBTの大半は1990年代

以降，すなわち地方都市にも南アフリカ資本の量販店が進出して以降に活動

を開始している。つまり今日の地方都市 ICBTは，活動の当初から量販店と

の競合を避けたニッチを狙って活動している。以下では，そうした後発の地

方都市 ICBTの活動を整理する。

後発の地方都市 ICBTは，依然として乗り合いのミニバスや大型バスを利

用し，同日もしくは 2 日間という短期間にジョハネスバーグで買い付けを

行っている。取り扱う商品は，食器，調理器具といった耐久消費財，化粧品

や香水といった奢侈品などだが，地方都市に進出してきた量販店の取扱商品

よりもやや良質な商品を選択的に取り扱い，価格面でも差異化を図ってい

る。さらにすでに固定客をもつ ICBTは，被服，パソコンからオーディオ機

器に至るまでさまざまな電化製品や家具など，いずれも新品で単価が比較的

高額になる物品の受注買付を行い，モザンビーク国内ほぼ全国各地に供給し

ている（付表No.11）。

その手法は，2010年代に入り，アフリカ市場を席巻していた携帯電話のブ
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ラウザが変化したのと同時に，劇的に進化を遂げた。それ以前は通話以上に

ショートメッセージが活用されていたが，インターネットへの接続と合わせ

て画像・動画を共有できるようになると，受注買付を行う ICBTと顧客との

あいだでWhatsAppを利用し，取り扱う商品の情報共有が可能となったので

ある。受注買付を行った商品は，信頼のおけるミニバスを利用して「地方発

送」が行われる。そして顧客は，商品受け取り後に，南アフリカの携帯電話

会社ボダコム（Vodacom）が提供する決済サービスM-Pesaを利用して支払う

（付表No.11）9 ）。ICBTはこのように外部の各種サービスを駆使し，自らのか

ぎられた資本を仕入れに投入し，経済活動を展開している。

顧客の獲得はもっぱら口コミによって広がっているが，モザンビーク経済

構造の変化も大いに影響を及ぼしている。モザンビークの文脈において，地

域的に南アフリカへの移民の送出地域は南部地域であり，南部地域は南アフ

リカからの個人ベースの「輸入品」に溢れている。それに対して南アフリカ

から物資を個人ベースで入手するのが困難であった北部地域では，2000年代

後半以降に資源開発が始まり，公務員の異動，新規雇用，あるいは新規雇用

を期待した人々によって南部地域から北部地域への人口移動が起きている。

この人口移動は，南部出身者が活用していた物流サービスを北部に延長する

上で重要な役割を果たし，南部の地方都市を拠点に活動していた ICBTは

徐々に顧客を北部地域にまで拡大している（付表No.11）。

地方都市の女性が ICBTに参入する動機は往々にして，従来置かれていた

経済環境が変化したことによる。前述の北部地域にまで顧客を獲得している

地方都市の ICBT女性（付表No.11）はインフォーマル・セクターで就業して

いたが，同居していた男性と別れたため，収入を確保する目的でより利幅の

大きい ICBTに転じ，ICBTの買付先のジョハネスバーグで知り合った労働

移民のモザンビーク人男性が私生活でのパートナーとなっている。現在でも

₉ ） M-Pesaを利用した決済は地方都市の ICBTにかぎらず，首都圏・地方都市の別なく，
多くの露天商とその顧客が決済に活用している（付表No.12）。
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パートナーの男性はジョハネスバーグに生活の拠点があり，ICBT女性の買

付の助けとなっている。また，ほかの地方都市 ICBT女性は，第三セクター

の職員であったが，同事業が業績悪化に伴い閉鎖され，失職したため，前職

で得た資本を元手に ICBTに転じている（付表No.40）。

4-3　労働移民女性の脆弱性

聞き取り調査を行った労働移民は，南アフリカに入国するモザンビーク人

が30日間の滞在にかぎり査証を免除されている入国管理制度を利用してい

た。労働移民は，パスポートに出入国の証拠となるスタンプを押すためだけ

に両国国境に30日毎に赴き，モザンビーク側に数時間の越境をしたのち南ア

フリカ側に再入国するという（付表No.58）。さらに年末年始や，郷里での年

中行事があれば随時帰郷する。

モザンビークでは，マプト首都圏の ICBTが2000年代初頭の増加のピーク

から淘汰の時期を経過した一方で，労働移民には現在も都市部貧困層から農

村部貧困層まで参入者が幅広くおり，いわば経済的周辺部からの流出が続い

ている。この労働移民の活動はヘア・ドレッサーと生鮮食品の露天商・家事

労働者に分けられる。いずれも少額の初期投資で参入可能である。先行して

参入している経験者に繋がる人脈があれば，参入障壁は一層低くなる。労働

移民女性がつく職種としてヘア・ドレッサーと生鮮食品の露天商・家事労働

者を分けるのは，初期投資に必要な金額よりも，出身地における経験値によ

るところが大きい。首都圏や地方都市など都市部出身者であれば，ヘア・ド

レッサーになるうえで必要な技能や知識を日常的に身につけることは困難で

はないが，農村部貧困層の出身者にはその機会さえない。

本節以下で，モザンビーク人労働移民の個別の経済活動の実態を記す前

に，これらの移民が南アフリカ国内のどこへ向かうのか，その概観を示して

おく。それというのも，本章で扱うモザンビーク人労働移民と第 4 章で扱わ

れるコンゴ人難民を比較した場合，地理的分布と社会関係に特徴がみられる

からである。
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まず，地理的分布について，コンゴ人難民の集住地域としてハウテン州

ジョハネスバーグ市内中心部のヨービル地区が挙げられる。第 4 章でも述べ

られているように，ジョハネスバーグ市内中心部に位置するヨービル地区に

はすでにコンゴ人移民社会が形成され，コンゴ人移民はゼノフォビアを恐れ

てタウンシップに居住することは好まない。その一方で，移民が多く居住す

るヨービル地区といっても，市内中心部という立地から，同地区の住居費を

捻出することはモザンビーク貧困層出身の移民にとって極めて困難である。

その反面，モザンビーク人移民にとって特定地域のタウンシップでの生活

は，後述する言語的共通性のために，ある程度，カモフラージュされている

と言えるだろう。そのため露天商を生業とするモザンビーク人移民女性の多

くは，出身国から南アフリカの中心地ハウテン州ジョハネスバーグ方向に既

存の移民ルートが確立しているハウテン州，ムプマランガ州のタウンシップ

や白人農場，あるいはダーバン方向のクワズールー・ナタール州のタウン

シップに向かう傾向がある。モザンビーク人の移民先が地理的に偏る理由

は，既存のルートが存在することのほか，つぎの 2 つの理由がある。

第 1 に，元来の言語的共通性である。モザンビーク南部出身者の民族言語

とムプマランガ州，クワズールー・ナタール州の主要民族言語であるズー

ルー語は極めて類似性が高いため，モザンビーク人移民に好まれる。2011年

の南アフリカ国勢調査結果にもとづく各地の使用言語状況をみると，ジョハ

ネスバーグの第一言語は英語31.1%，ズールー19.6%，アフリカーンス語

12.1%である一方，ダーバンは英語49.8%，ズールー語33.1%が大半を占め

る。さらに本章でも聞き取り調査を行ったクワズールー・ナタール州の地方

都市クワドゥクザでは英語47.7%，ズールー語46.0%である。とくにモザン

ビーク人移民が南アフリカのアフリカ人を対象として経済活動を行う場合に

は，共通性の高い民族言語を不自由なく操ることは重要である。

なお，南アフリカの非アフリカ人を対象とした経済活動，たとえば白人家

庭の家事労働者として雇用される場合には，雇用者と共通の言語を操ること

が重要である。南アフリカで家事労働の職につくモザンビーク人移民は，し
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ばしば南アフリカ国内のポルトガル系白人の家庭に住み込みで雇われる。南

アフリカ国内には，モザンビークの独立時にモザンビークから隣国南アフリ

カへ出国し，そこに定住したポルトガル系白人コミュニティが存在するため

である。これはアフリカ系言語とは別の共通言語と歴史的な社会関係が，移

民先の選択に影響を及ぼす要因となっている。

第 2 に，追加的な要素ではあるが，移民先における経済活動の障壁の高低

が指摘できる。たとえば，近年は南アフリカに入国後，ハウテン州からクワ

ズールー・ナタール州へと南アフリカ国内を再び移動するケースも多々みら

れる。その動機は，ダーバンの方がジョハネスバーグよりも「商売をしやす

い」から，とのことである。この移民の認識は，ダーバン地方自治体による

露天商に対する包括的な都市計画に裏付けられる。ダーバンは1990年代半ば

から露天商に日除け付きの販売スペース，倉庫，水，入浴設備等の社会イン

フラを提供し続けており，南アフリカ国内の 4 大都市，ジョハネスバーグ，

ケープタウン，プレトリア，ダーバンのうち，都市計画にインフォーマルな

露天商を包摂するという点において最も成功している（Skinner 2000）。移民

自身もそれを経験的に理解しているのである。以下では，モザンビーク人労

働移民の個別の経済活動の実態を記す。

⑴　都市部出身のヘア・ドレッサー

男性用理髪店が提供するサービスは，大半が洗髪を含まぬ散髪のみで，

「店舗」となる日除けテントから電動バリカン充電用の小型発電機に至るま

で，必要な道具はいずれも持ち運び可能である。そのため「店舗」となるテ

ントを日々の閉店時に畳む露店が大多数である。それに対して女性のヘア・

サロンは，固定の電源や水道設備が必要となるため，複数の美容師が共同で

スペースを賃借していることが多い。それというのも，地毛の編み込みや付

け毛の取り換えのみならば露店の場合もあるが，利幅を増やすためには洗

髪・トリートメント，ブロー，パーマ，スタイリングといった幅広いサービ

スを提供する必要があるためである。
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ヘア・サロンでは自らが施術する場合と，従業員を雇う場合がある。南ア

フリカに滞在するモザンビーク人移民のなかには従業員を雇い，自らは経営

者となる事例もあるが，本調査で中心的な対象者とした30日間の査証免除制

度を利用した労働移民は，経営者ではなく，自らが施術していた。経営者と

なる事例では，たとえば，農村部出身者でも小規模な資本をもち，南アフリ

カのハウテン州のタウンシップでヘア・サロンを経営する女性移民（付表

No.15）の事例がある。しかし，この事例は配偶者が鉱山労働者であり，同

伴家族として長期滞在査証で入国している。彼女の世帯は夫の勤務先から補

助を受けてハウテン州の鉱山地帯のタウンシップに自宅をもち，自宅と店舗

を兼用し，複数人の移民および南アフリカ人女性を雇用していた。

この事例では，政策移民の同伴家族として夫の勤務先から渡航準備を支援

され，ビザ・ランの必要のない資格で入国し，固定店舗を構えるうえで必要

な条件はすでに揃っており，開業に必要な原資は安定した収入がある鉱山労

働者の夫が提供している。彼女の場合は入国当初，就労目的はなく，タウン

シップでの生活を始めて間もなく，南アフリカの社会福祉制度に支えられた

各種給付金の存在を知り，ビジネス・チャンスを認識したという。彼女曰

く，タウンシップでは毎月 3 回，住民の羽振りがよくなるサイクルがあると

いう（付表No.15）。それは，鉱山労働者の給与（最低6700ランド），高齢者手

当（2018年現在60歳以上月額上限1700ランド），子ども手当（ 1 人当たり月額上

限410ランド）の支給日である。この事例は，政策移民の同伴家族として渡航

手続きを踏まえている点では正規移民だが，入国後の活動については就労ビ

ザを取得しているわけではなく，インフォーマルな活動である。

一方，上記のように便乗して渡航できる配偶者がいない場合，先行する移

民経験者の知人・友人を頼り，渡航することになる。入国の手続きは30日間

の査証免除を利用し，有効期限内に再び越境し，ビザ・ランを行うことにな

る。モザンビークとの国境から約320キロメートル離れた南アフリカのクワ

ズールー・ナタール州クワドゥクザ市で聞き取りを行ったマプト市内出身の

女性たちは，出身地では無職であったが，先行する男性移民（付表No.56）
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に続き，自らも越境後にヘア・ドレッサーとして開業した。彼女たちのなか

には，ビザ・ランの手続きを繰り返し，すでに 7 年間滞在するというものも

いた（付表No.58）。入国後は当面，場合によっては数カ月から数年の滞在期

間中，先行する移民のところに世話になるが，ヘア・ドレッサーとしての収

入で独立した住居を構えるのは困難である。

収入はヘア・ドレッサー個人に付く客による出来高払いである。ヘア・ド

レッサーの月収に関するクワドゥクザでのデータはないが，参考までに2006

年時点のダーバンの男性理髪店の月収は700～1600ランド，女性ヘア・ド

レッサーの月収は500～1800ランドであった（Amisi 2006）。2003年から2018

年までの南アフリカの社会保障費の上昇率などを鑑み，2018年時点までの物

価上昇率が240%程度であると見積もると，上記の月収は2018年時点で男性

理髪店が1680～3840ランド，女性ヘア・ドレッサーが1200～4320ランドとい

う試算になる。移民先での生活でも住居費は重い負担となるようで，クワ

ドゥクザの労働移民の女性（付表No.58）は，先行する労働移民の弟（付表

No.56）が南アフリカ人女性と婚姻関係にあり，その南アフリカ人女性との

あいだの子と住居があるため，そこへ居候している。賃借して間借りすると

いった手段で住居を構える意思はない。収入は貯蓄し，現段階では最終的に

はモザンビークに帰る予定であるという。

⑵　農村部出身の家事労働者・露天商

労働移民のなかでも，最も技能水準の低い農村部出身の女性たちがつくの

が，家事労働・露天商である。ただし，そのなかでも，住み込みの家事労働

者の職を得られる人脈がある場合は，先のヘア・ドレッサーの事例でも見ら

れるように住居費の負担が大幅に軽減される。しかし，その地位も決して安

定的なものではない。

モザンビークのイニャンバネ州出身の女性（付表No.6）は，2012年に郷里

で同居していた男性とのあいだに子が 1 人いたが入籍はしていなかった。そ

の男性と別れて子を連れて実家に戻り，その後，経済的必要性から子を親に
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預けて自分は友人の伝手で南アフリカのハウテン州にいるモザンビーク人移

民のもとで雑貨販売を手伝った。しかし，その職も 1 年程で失った。その

後，住み込みの家事労働の職を見つけて2013年から2017年まで働くが，雇用

主の子が成長し，手がかからなくなると解雇された。それまでの微々たる貯

えを元手に生鮮野菜の露天商を始めるが，その収入では住居を確保するのに

十分な採算がとれず，間もなく郷里に帰った。

その一方で，この女性と同様にイニャンバネ州モルンベネ出身の女性は，

同じく生鮮食品の露天商をムプマランガ州で行っていたが，その経験は異な

る。まず，女性（付表No.8）は2012年に「結婚」（未届）し，2013年に南アフ

リカのムプマランガ州で自動車修理工をしていた「夫」についてそこに 6 カ

月滞在し，滞在中には露天商として生鮮食品を販売した。しかし，ほかの男

性の子を妊娠し，出産のためにモザンビークに帰国した。シングル・マザー

となった彼女は，養育費を稼ぐため，第 1 子をモザンビークの郷里の親に預

け，2015年に 2 度目の渡航をし，第 1 子の父親のもとに14カ月滞在し，2016

年に再び出産のために帰国した。最初の 6 カ月間とつぎの14カ月のあいだは

帰国しておらず，査証の問題をどのように解決しているのかは曖昧である。

さらに前述のモルンベネ出身の女性（付表No.8）の従姉妹（付表No.7）が，

その女性（付表No.8）の紹介で移民に加わる。後続の従姉妹は，2006年に

「結婚」し， 2 子をもうけたあと，2010年に「離婚」（いずれも未届）して実

家に戻っていた。 2 人の子は夫の実家に引き取られており，未届けの婚姻・

離婚も災いして，財産である耕作地の分与も行われなかった。そのため，経

済的に自活する手段を求めていたところ，その従姉妹の女性に誘われ，南ア

フリカのムプマランガ州にある女性の伝手を頼りに2017年に初めて越境し，

露天商となった。モザンビークに帰郷するのはおおむね年末年始を挟む半年

に一度のペースであるという。その後，この女性は2018年 1 月末に再び南ア

フリカに赴いているが，同年 8 月には妊娠・出産のためにモザンビークに帰

郷していた。

前掲の 3 人の女性に共通するのは，労働移民への参入の契機が「離婚」後



160

の経済的自活の必要性にあるという点だ。 3 人ともに知人の伝手を頼りに渡

航し，最終的に露天商となるが，その経験は大きく異なる。 1 人目の女性は

露天商では住居費を捻出できず，帰郷する。それに対して，後者 2 人は同じ

く露天商でありながら，住居費の負担について一切言及していない一方で，

相次いで妊娠・出産のために帰郷し，再び移民労働につくか否かの見通しは

立っていない。おそらくは， 1 人目の女性が40代であったのに対して，後者

2 人は当時20代と若年であり，住居費の負担を軽減してくれる異性のパート

ナーを得たことが影響していると考えられる。

4-4　考察

⑴　ICBT・労働移民女性たちが国際移動を選択する理由

ICBTであるか労働移民であるかを問わず，モザンビーク人の女性たちが

国際移民となる理由はさまざまあるが，移動が国内都市にとどまらずに越境

を伴う理由は，男性移民とも共通し，第 3 節で述べたようにモザンビークと

南アフリカの圧倒的な経済格差にある。移動に際しては，既存のルートが女

性の移動を容易にしていることは確かである。移民先がハウテン州やムプマ

ランガ州などジョハネスバーグ方向，つまり鉱山地帯へ向かう場合には，政

策移民時代以来のネットワークが活用され，先行して男性移民が出た後に，

女性が続いている事例が主流である。また，クワズールー・ナタール州の

ダーバン方向に向かう場合には，1990年代以降にダーバン港経由でモザン

ビークに大量に輸入されている中古車の輸入ルートと重なる。いずれも男性

が先行してルートを開拓している。このタイプの移民は，南アフリカに入国

するモザンビーク人に対して30日間に限り査証が免除された2005年以降に増

加した移民のひとつと位置づけられる。

問題は，彼女たちが既存のルートを選択する個人的動機である。本節で取

り上げた個々の事例に共通するのは，いずれも経済的な自活の必要性がある

という点である。ICBTに関しては労働移民よりも最終学歴が高い傾向があ

るものの，フォーマル・セクターでは本人が望む職業の必要条件と比べて
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往々にして低学歴であるために，十分な現金収入を得るための雇用に恵まれ

ていない。たとえば，モザンビークの都市部では，後期中等教育（16～17

歳）以上の就学歴なくしては，フォーマル・セクターでの就業は極めて困難

であるが，2014年時点で同水準の就学歴をもつものは20～29歳の若年の年齢

集団でも15.9%にとどまっている。30歳以上の年齢集団にかぎっていえば，

9 割以上が中等教育以下の就学歴である。農村部ではインフォーマルな雇用

ですら賃金労働の機会は稀である。そのため，親にとっては子をより上級学

年まで進学させる動機が弱く，就学歴も低くとどまりがちである。

就学歴をさらに男女別にみると，前期初等（ 6 ～10歳）では男性43.2%，

女性38.8%，後期初等（11～12歳）では男性14.2%，女性10.7%，前期中等

（13～15歳）では男性12.0%，女性8.6%，後期中等（16～17歳）では男性5.3%，

女性3.5%，高等では男性1.5%，女性0.8%である（INE 2015）。就学率に関し

ては州別・男女別のデータがないが，非識字率は2014年時点でマプト市でも

男性4.7%，女性13.7%，地方のイニャンバネ州では男性18.8%，女性41.5%に

至る（INE 2015）。

女性の低い就学歴や高い非識字率の一因には，早婚・若年出産の問題があ

る。2018年 8 月24日付『サヴァナ』（Savana）紙記事“Casamentos prema-

turos? São uniões forçadas”（「早婚？　強制された結び付き」）によれば，モザ

ンビークでは行政への届出の有無を問わず，18歳未満で「結婚」する女性の

比率は48.2%である。さらに15歳から19歳のあいだに妊娠・出産を経験する

女性の比率は46%だといわれている。また，都市部で全日制の中等教育に在

学中の生徒が妊娠すれば，女生徒の妊娠が発覚した時点で夜間学校に移籍さ

せられるのが通例とされていた。妊娠が原因で夜間学校へ強制的に移籍させ

るという扱いは，女子学生の途中退学を推し進める一要因となっていた。こ

うした状況が大々的に批判され，政策として改善のめどが立ったのが2018年

のことである。

妊娠・出産ならびに公的な届出のない婚姻・離婚に際して，女性の経済的

立場が一層周辺化されるのも，本節でみてきた事例に共通する。こうした条
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件が，女性を，ただでさえ狭き門であるフォーマル・セクターの雇用から遠

ざけ，彼女たちはインフォーマル・セクターないしインフォーマルな雇用に

活路を見出す。そして同じインフォーマルな雇用ならば，モザンビークのそ

れよりも利幅が大きいと期待され，その上，既存の移民ルートが知られてい

る南アフリカへと向かうのである。

⑵　持続可能性と発展性

1980年代に起源をもつ ICBTはすでに幾つかの新規参入と淘汰の段階を経

てきた。その時々の制約に臨機応変に対応してきた ICBTが残る一方で，

残った ICBTの活動の中心が男性に取って代わられていくという状況も発生

している。さらには商品の動向だけでなく，活動の場であるモザンビークと

南アフリカを含む地域間の貿易・関税条件，通関手続きなど，制度面でも頻

繁な変更が生じる。2010年代，2020年代の ICBTが，こうした経済環境の変

化に対応しつつ利益を上げるためには，相当の政治経済的なリテラシーが要

求される。それと同時に，ICBTのインフォーマルな性格はますますフォー

マルなものに接近していくと思われる。

ICBTに対して，労働移民の個人としての持続可能性は薄い。労働移民は

今後も増大するであろう。しかし，それは移民個人がその活動を継続するの

ではなく，フォーマルな労働市場のみならず，インフォーマルな労働市場か

らの相次ぐ撤退者に対して，退出者を上回る若年の新規参入者が人口増に

よって加わるからである。

たとえば，ダーバンの長距離のミニバス・ターミナルからマプトまでの運

賃は片道300ランドと設定されている。モザンビーク人の労働移民が南アフ

リカへの入国時に正規に30日間の査証免除の制度によって入国した場合，30

日毎に自らビザ・ランを行うか，あるいは，本人に代わって国境までパス

ポートを運び，押印をして持ち帰る「代行サービス」を利用する必要がある

（Vidal 2010）。移民自らがビザ・ランを行う場合には，少なくとも毎月の収入

からおおむね600ランド弱の交通費を支出することになる。「代行サービス」
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の相場価格は，往復交通費を下回ると推察されるが，そもそもこの「代行

サービス」自体が違法であるため，リスクを伴う。

この出費に対して，モザンビーク人の労働移民でも相対的に月収の高いヘ

ア・ドレッサーの月収は，1200～4320ランドと見積もられる。生鮮食品の露

天商のような実入りの少ない移民ならば，ビザ・ランの費用は大きな負担と

なり，非正規となって滞在を続けるか否かの選択を迫られることになる。こ

の水準の収入でまとまった貯蓄や送金を行うためには，住居費を筆頭とした

移民先での生活費を節約するほかない。おそらくは大口の住居費を切り詰め

るために，安易な倹約方策として，住居費を工面してくれる異性のパート

ナーを見つけるという選択に行きつく。しかし，その結果，事例にみられた

ように妊娠・帰国・出産を経て，扶養家族を増やすことになり，家計の負担

を軽減するために再び移民に出ては同じサイクルを繰り返すケースさえあ

る。労働移民女性たちにとって，労働移民であり続けること自体，容易では

ない。

おわりに

本章では，モザンビークから南アフリカへの女性を中心とした ICBTと労

働移民に着目し，活動の持続可能性ならびに発展性について検討してきた。

ICBTや労働移民を含むインフォーマルな就労の在り方を把握することは極

めて困難である。その一方で，その活動のあらゆる局面が，フォーマル・セ

クターと無関係ではない。むしろ，活動のあらゆる局面とレベルでフォーマ

ルな国家機構や規制と接触し，交渉している。それは国境を越えるという行

為を含むだけに，一層顕著である。

本章で明らかにしたように，ICBTや労働移民は，その活動を多様に展開

し，地理的な活動範囲も拡大させてきた。一見すると多様な移民の誕生に共

通するのは，1990年代から2010年代にかけての地域的ならびにグローバルな
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社会経済的変化である。1990年代以降の南部アフリカ地域全般の人の移動に

かかわる制度変更に加え，海外直接投資や資源価格の高騰に牽引される2000

年代のマクロ経済成長，そしてグローバルに進んだ労働の柔軟化に伴う就労

形態の多様化が労働移民を増加させた。その一方で，送出国のフォーマル・

セクターの失業率は改善されず，経済格差は拡大しているという現実があ

る。本章で注目したモザンビークから南アフリカへの移民も，こうした要素

が複合的に生み出した現象である。

労働移民に先行して生まれたICBTは，1980年代から1990年代のモザンビー

ク国内のフォーマル・セクターの縮小に伴い，国内外のインフォーマル・セ

クターへ活路を見出す形で誕生し，成長してきた。その過程では，女性の先

行 ICBTの存在に対して利幅の大きさを認識した男性が参入し，公的機関と

の交渉を行うべく組織化し，半ばフォーマル化するといった変容も生じてい

る。それに対して2000年代から2010年代の ICBTは，活動の当初からイン

フォーマル・セクターに起源をもちつつも，活動する市場はフォーマルかイ

ンフォーマルかの別を問わず，物資を供給し，成長・進化を続けてきた。そ

して活動の最前線では依然として女性が活躍している。1980年代の当初の

ICBTと2000年代以降の ICBT，この 2 つの世代の ICBTを分けるのは，南部

アフリカ地域の一般的傾向として改善された出入国管理制度の変化，すなわ

ち人の移動の促進と，物流を後押しする交通手段の発展だろう。これらの要

素が相乗的に原資の小規模化と容易な参入を可能にした。

後続して増加した労働移民は，旧来の政策移民や1990年代の南アフリカの

人種規制撤廃以来の移民が構築してきた社会的ネットワークを継承してい

る。ただし，ICBT同様に改変された出入国管理制度を利用している点では，

現代的な特質を備えてもいる。とはいえ，労働移民女性は，ICBTとは対照

的に男性の先行移民の存在に大きく依存し，新たなタイプの移民というより

は，旧来の移民送出地域の経済的な周辺部からのさらなる流出にすぎない。

ICBTが小規模なりとも資本を携え，短期間のうちに初期投資を回収してつ

ぎの活動につなげる一方で，本章で着目した労働移民女性にはそうした連続
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性が見出せない。さらに個人の生計戦略としての持続可能性という観点に立

てば，出身地での経済的要請にもとづいて移民労働を選択したにもかかわら

ず，越境後は現状維持もままならず，経済的には悪化するという脆弱性を抱

えている。こうした実態に照らし合わせると，移民の貧困削減への貢献とい

う視点は，楽観的だと言わざるを得ない。

ICBTにしろ，持続可能性が極めて薄い労働移民にしろ，容易ではない活

動になぜ女性が加わるのか。彼女たちが国際移動を選択する動機は，出身国

モザンビークにおいてかぎられた就労機会によるところが大きい。都市部で

あれば，フォーマルな労働市場の規模自体が極めて小さいうえに，女性がわ

ずかな労働需要に合致する中等教育以上の就学歴を得ることは容易ではな

い。農村部であれば，女性の就学歴は都市部女性よりも，農村部男性よりも

一層低く，インフォーマルな雇用ですら現金収入の機会を見つけることは困

難である。さらには婚姻・出産・離婚などの過程で，女性は経済的に周縁化

される。潜在的な移民が送出国モザンビークのそうした社会経済環境に置か

れている一方で，アフリカ随一の経済大国である受入国南アフリカは，地続

きの隣国であるうえにすでに歴史的な人の移動経路が存在し，身近には移民

経験者も多い。彼女たちが出身地には見出せない現金収入の機会を求め，世

界的にも有数の所得格差が存在する国境を越えるには十分な理由がある。
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前
期

初
等

（
5年

制
，

₆～
1₀

歳
），

後
期

初
等

（
2年

制
，

11
～

12
歳

），
前

期
中

等
（

3年
制

，
13

～
15

歳
），

後
期

中
等

（
2年

制
，

1₆
～

1₇
歳

），
高

等
（

1₈
歳

以
上

）。




